
 

 

利用上の注意 
 

 

 １ 統計表の数値は四捨五入の関係で、内訳計と合計が一致しない場合があります。 

 

 ２ 単位は 100万円を原則としています。 

   

 ３ 令和２年表は、前回の平成 27年表とは部門の概念・定義が異なる部分もありますので、時

系列で単純に比較できない場合があります。 

 

 ４ 本書の内容は富山県統計調査課ホームページ「とやま統計ワールド」でもご覧になれます。 

    https://www.pref.toyama.jp/sections/1015/index2.html 

 

 ５ 本書についてのお問い合わせは、下記にお願いします。 

    富山県経営管理部統計調査課経済動態係 

     〒930-0005 富山県富山市新桜町 5-3 

                      第 2富山電気ビルディング 5階 

     TEL 076-444-3191   FAX 076-444-3490   
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－ 1 － 

令和２年富山県産業連関表作成基本フレーム 

 

 

１ 期間、対象及び記録の時点 

令和２年１年間（暦年）の富山県内で行われる財・サービスの生産活動及び取引を対象とする。 

  記録の時点は、原則として生産及び取引が実際に発生した時点を記録する「発生主義」による。 

 

２ 取引基本表の構造 

(1) 取引活動は価格評価とし、「実際価格による生産者価格評価」による。 

実際価格：実際に取引がなされた価格で評価する方法。 

生産者価格評価：生産者の出荷価格で評価する方法（流通経費を含まない）。 

(2) 消費税の評価方法は、各取引額に消費税額を含むいわゆる「グロス表示」である。 

   なお、消費税の納税額は、粗付加価値部門の間接税に含めている。 

(3) 移輸入の取扱いは、「競争移輸入型」とする。 

競争移輸入型：同じ種類の商品について、県産品と移輸入品との区別を行わず、一括し 

て扱うもの。 

(4) 次の仮設部門を設定する。 

① 古紙、鉄屑及び非鉄金属屑 

② 自家輸送（旅客自動車、貨物自動車） 

③ 事務用品 

(5) 屑・副産物の取扱いは、マイナスで計上する「マイナス投入方式（ストーン方式）」とする。 

 

３ 部門分類 

部門分類は、原則としてアクティビティベース（生産活動単位）とする。 

  統合小分類   １７５（行）× １７５（列） 

（富山県統計調査課ホームページ「とやま統計ワールド」に掲載） 

  統合中分類   １０６（行）× １０６（列） 

  統合大分類    ３７（行）×  ３７（列） 

  １３部門分類   １３（行）×  １３（列） 

 

 

 

 



－ 2 － 

４ 前回（平成 27年表）との変更点 

部門分類の見直し等を行った。主な変更は以下のとおり。 

・全国表に準拠し、平成 27年表では統合分類「農林漁業」に含まれていた「獣医業」部門を

統合分類「サービス」に変更した。 

・データの秘匿処理のため、次のとおり全国表の部門分類を統合した。 

統合小分類（175部門） 全国表 統合小分類（188 部門） 

0621 その他の鉱業 0621 砂利・採石 

0629 その他の鉱物 

1631 パルプ・紙・板紙 1631 パルプ  

1632 紙・板紙 

2021 無機化学工業製品 2021 ソーダ工業製品 

2029 その他の無機化学工業製品 

2041 脂肪族中間物・環式中間物・合成染料・有機顔料・

合成ゴム 

2041 脂肪族中間物・環式中間物・合成染料・有機顔料 

2042 合成ゴム 

2051 合成樹脂・化学繊維 2051 合成樹脂 

2061 化学繊維 

2081 油脂加工製品・界面活性剤・塗料・印刷インキ 2081 油脂加工製品・界面活性剤 

2083 塗料・印刷インキ 

2089 農薬・その他の化学最終製品 2084 農薬 

2089 その他の化学最終製品 

2111 石油・石炭製品 2111 石油製品   

2121 石炭製品 

2621 鋼材 2621 熱間圧延鋼材 

2622 鋼管 

2623 冷延・めっき鋼材 

3111 事務用機械・サービス用・娯楽用機器 3111 事務用機械  

3112 サービス用・娯楽用機器 

3114 医療用機械器具・光学機械・レンズ 3114 医療用機械器具 

3115 光学機械・レンズ 

3599 航空機・その他の輸送機械・同修理 3592 航空機・同修理  

3599 その他の輸送機械  

統合中分類 （106 部門） 全国表 統合中分類（108 部門） 

205 合成樹脂・化学繊維 205 合成樹脂 

206 化学繊維 

211 石油・石炭製品 211 石油製品 

212 石炭製品 

 

５ その他 

本書に記載していない概念・定義・範囲等、産業連関表作成にあたって必要な事項は、「令和

２年（2020年）産業連関表－総合解説書－」（総務省）に準拠する。 


